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１－１ 協同農業普及事業の役割

○ 協同農業普及事業は、農業の専門的技術・知識を有する普及指導員（国家資格を有する都道府県職
員）が、直接農業者に接して、農業に関する技術及び経営の指導を核として、現場での農政課題解決
を総合的に支援する役割を担う。
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機密性○情報 ○○限り

１ 担い手の育成・確保
効率的かつ安定的な農業経営に取り組む経営体、新規就農者、法人
経営、法人化を見込む集落営農組織、地域農業を牽引する経営体の育
成・確保及び女性活躍や多様な人材の活用を推進

取り組む基本的課題

１－２ 協同農業普及事業の概要

○ 協同農業普及事業は、農業改良助長法に基づき国と都道府県が協同して、高度な技術・知識を有する普及指導員を
都道府県に設置し、普及指導員が農業者に直接接し技術・経営指導を行うもの。
○ 事業実施にあたっては、国と都道府県が事業方針を共有し、その裏付けとして財政的な負担も国と都道府県で分担。
○ 国は、事業方針の明確化・共有、交付金の交付、普及指導員の資質確保・向上のための資格試験、研修等を実施。
○ 都道府県は、普及指導員が主に配置される普及指導センターのほか、研修教育施設（農業大学校）、試験研究機関
や、先進的な農業者、民間企業等の関係機関と連携し、効率的・効果的に普及指導活動を実施。

都道府県

試験研究機関（地域のニーズに基づく技術開発）
農業大学校（就農希望者等への研修教育）

農林
水産省

事業方針の
共有

交付金の交付

資格試験

研修

情報提供

連携体制構築

等

先進的な農業者、農業団体、試験研究機関、民間企業 等

連
携

２ スマート農業の実践等による生産・流通現
場の技術革新・生産基盤の強化
スマート農業の実践、次世代型農業支援サービスの活用、国内外の
需要に応える生産体制の構築、GAPの導入等による生産・流通現場の
技術革新や生産工程の効率化等生産基盤の強化を推進

３ 気候変動への対応等環境対策の推進
環境保全型農業、総合的病害虫・雑草管理（IPM）土づくり、温暖
化等気候変動に対応した安定生産技術の普及等の取組を推進

４ 食料の安定供給の確保
食料の安定供給、輸出拡大等を含む国内外の需要に対応した産地戦
略に基づく供給力の強化、産地間連携等の取組を推進

５ 農村の振興
複合経営等の多様な農業経営、地域資源の発掘と他分野との連携及
び６次産業化、地域農業振興に関する合意形成支援、中山間地域等の
振興、鳥獣被害対策など農村の実態・要望に応じたb組を推進

６ 東日本大震災からの復旧・復興と大規模自
然災害等への対応
東日本大震災からの復旧・復興、自然災害や感染症のまん延に対す
る備え及び大規模自然災害からの復旧・復興に向けた取組を推進 ２

普及指導員（普及指導センター）
内外の関係機関と連携の下、農業者に直接接して技術・経営支援、
農政課題の解決に取り組む
・新技術の実証、展示 ・講習会の開催 ・巡回指導、相談対応
・地域の合意形成 ・マニュアルの作成 等

農業革新支援専門員（農業革新支援センター）
普及指導員の中から専任として配置。農業者からの高度・専門
的な相談への対応、普及指導員の資質向上等に取り組む

指導・活動支援 技術的相談

連携



１－３ 協同農業普及事業の運営
○ 協同農業普及事業の実施にあたり、国と都道府県が基本的な方針を明確化・共有するため、国が普及事業における基
本的課題等を示した運営指針を策定。また、概ね５年毎に策定する運営指針を補足するものとして、時々の重要農政課
題等を踏まえ、ガイドラインを策定。
○ 都道府県は、運営指針を基本として地域の実情を踏まえつつ実施方針を策定。また、実施方針に沿って普及指導セン
ター単位で普及指導計画を地域の関係者との意思疎通を図りつつ策定し、これに基づいて計画的に普及指導活動を展開。

国

都道府県（本庁主務課）

普及指導センター

運営指針
概ね5年毎に国が策定す
る事業運営の指針

実施方針
運営指針を基本に、都道
府県が地域の実情に即し
て定める事業実施の方針

普及指導計画
地域の課題や特性を踏ま
えて普及指導センターが
定める毎年度の指導計画

運営指針策定
時の意見聴取

連絡調整

○ 事業の運営の流れ 協同農業普及事業の運営に関する指針（概要）（令和２年 農林水産省告示第1693号）
取り組む基本的課題

１ 担い手の育成・確保
効率的かつ安定的な農業経営に取り組む経営体、新規就農者、法
人経営、法人化を見込む集落営農組織、地域農業を牽引する経営体
の育成・確保及び女性活躍や多様な人材の活用を推進

２ スマート農業の実践等による生産・流通
現場の技術革新・生産基盤の強化
スマート農業の実践、次世代型農業支援サービスの活用、国内外
の需要に応える生産体制の構築、GAPの導入等による生産・流通現
場の技術革新や生産工程の効率化等生産基盤の強化を推進

３ 気候変動への対応等環境対策の推進
環境保全型農業、総合的病害虫・雑草管理（IPM）土づくり、温
暖化等気候変動に対応した安定生産技術の普及等の取組を推進

４ 食料の安定供給の確保
食料の安定供給、輸出拡大等を含む国内外の需要に対応した産地
戦略に基づく供給力の強化、産地間連携等の取組を推進

５ 農村の振興
複合経営等の多様な農業経営、地域資源の発掘と他分野との連携
及び６次産業化、地域農業振興に関する合意形成支援、中山間地域
等の振興、鳥獣被害対策など農村の実態・要望に応じた取組を推進

６ 東日本大震災からの復旧・復興と大規模
自然災害等への対応
東日本大震災からの復旧・復興、自然災害や感染症のまん延に対
する備え及び大規模自然災害からの復旧・復興に向けた取組を推進

重点的に取り組む普及指導活動
○担い手の育成・確保に向けた新規就農者等へ
の支援の充実・強化
青年層を含む幅広い世代の就農・定着、円滑な生産基盤の継承、新
規就農の受け皿となる法人化の推進

○地域における新技術導入支援及び新技術体系
の確立
スマート農業に関する相談体制の整備、新技術体系の確立及び定着

○次世代型農業支援サービスの活用促進を通じ
た農業経営支援
ドローン等の先端技術を使った作業代行やシェアリングリース等の
活用支援

○農村における多様な人材・機関との連携
多様な人材・機関を巻き込むコーディネート機能を発揮

○農業者に対する支援の充実・強化
農業者への普及指導活動時間の確保、関連施策情報の提供

○公的機関が担うべき分野の取組強化
地域の合意形成支援、新規就農者支援、災害対応等の取組強化

普及指導活動の効果的な実施

○先進的な農業者等とのパートナーシップ構築

○試験研究機関・民間企業等との連携
３



財政負担

指導水準の
確保

事業推進体制

事業運営方針

全体的事項

都道府県国

１－４ 国と都道府県の連携協力（役割分担）
○ 協同農業普及事業は、事業方針の共有の下、国と都道府県が連携協力し役割分担を図りつつ効率的に運営。
○ 国においては、都道府県における普及事業の円滑な実施に資するように、運営方針等の通知に加え、協同農業普及
事業交付金の交付、事業全体の効果的かつ効率的な実施のための取組や普及指導員の全体的な資質の確保及び向上等
の役割を担当。
○ 都道府県においては、地域の実情に即した普及指導体制の構築や普及指導員の実践的な資質向上、普及指導活動の
推進等の役割を担当。

• 事業全体の効果的かつ効率的な実施のための取組
• 国全体の農業政策の実現に必要となる技術の提供
及び情報の収集・共有

• 国民への情報発信
• 広域で対応すべき普及指導活動の推進 等

• 都道府県の方針に基づく普及指導活動の適切な実施
• 試験研究機関等と連携による技術開発・普及の推進
• 普及指導員の人員確保
• 農業農村に関わる多様な機関・人材との連携
• 県内への情報発信と農業者等による外部評価の実施

等

運営指針・ガイドライン・通知 実施方針
（運営指針を基本として策定）

協同農業普及事業交付金
(H30実績 約５％)

事業実施に必要な一般財源の確保
（H30実績 約95％）

普及指導員資格試験、
高度・専門的な技術研修・技術情報の提供

普及指導員の配置、実践的な研修、普及指導員の計画
的な人材育成、経験が豊富な者の任用（無試験任用）

全国的な連携体制の構築
（試験研究機関や民間企業、都道府県間との連携） 地域の実情に応じた普及指導体制の整備

４



１－５ 普及指導体制の状況

○ 普及職員数は、地方の行財政改革等により全国的には減少してきたが、近年は横ばいで推移。
○ 普及指導センターは、近年の事業の多様化や地域の実情、地方の行財政改革等を受け、組織の再編が進行したが最
近は横ばいで推移。現在、普及指導センターは、全国に360箇所（このほか支所等121箇所）設置され、普及指導員
の９割以上が配置。

５

○ 普及職員数の推移

（資料）普及事業の組織及び運営に関する調査等
（注）普及指導員の数値は各年度末の設置数。ただし、令和２年度のみ年度当
初の設置数。
協同農業普及事業交付金の数値は実績額。ただし、令和2年度のみ予算額。

（※）都道府県の裁量度を高め自主性を大幅に拡大する三位一体改革により、協
同農業普及事業交付金の大部分を税源移譲。

（年度）

（人）
○ 普及指導センター数の推移 （単位：箇所）

（資料）普及事業の組織及び運営に関する調査等
（注）数値は各年度末の設置数。

平成17
年度
22 27 29 30

令和元
年度

普及指導センター数 457 369 365 361 360 360

（参考）
支所・駐在所等

34  131 125 121 121 121

○ 普及指導員の所属場所（令和元年度） （単位：人、％）

（資料）普及事業の組織及び運営に関する調査等
（注）試験研究機関内の設置数には、試験研究機関内の普及指導センターや
本庁主務課に所属し試験研究機関に配置されている者等を含まない。

普及指導
センター

本庁
主務課

試験研究
機関

農業
大学校

その他 合計

該当県数 47 26 11 23 10 －

設置数
（人）

5,687 226 61 252 63 6,289

割合（％） 90.4 3.6 1.0 4.0 1.0 100

協同農業普及
事業交付金 218 36 24 24 24 24 24（億円）

平成

（※）

令和元



○ 普及指導員として任用されるには、原則として国が実施する普及指導員資格試験に合格する必要。受験にあたっては、
普及指導センター等における一定期間の実務経験が要件。
○ 資格試験は、全国的に普及指導員としての一定水準以上の資質を確保するために国が統一的に実施。

１－６ 普及指導員の任用資格

以下のいずれかに該当する者

(1) 普及指導員資格試験の合格者
(2) 過去15年のうち12年以上、試験研究、教育等に従事して
いる者

(3) 次の①及び②のいずれにも該当する者
①管理栄養士、公認会計士、弁護士、税理士、社会保険労
務士、技術士、弁理士又は中小企業診断士の有資格者
②これらの業務に従事した期間が通算して２年以上ある者

任用資格

• 学歴が大学院修士課程修了の場合は２年、大学等卒業の場合は４年、
短期大学等卒業の場合は６年、高等学校卒業の場合は１０年。

• ただし、大学院修士課程修了の場合を除き、普及指導員の監督下で２
年以上普及指導に従事した場合は、２年短縮。

以下の職務に従事した一定年数（注）以上の経験があること。

（１）農業又は家政に関する試験研究
（２）農業又は家政に関する教育
（３）農業又は家政に関する技術の普及指導
（注）

受験資格

書類審査 実務経験の内容等
筆記試験 ①農業全体に関する

基礎的な知識
②農業に関する高度かつ
専門的な技術に関する知識
③農業現場における課題解決
能力

口述試験 普及指導員として必要な資質等

試験の内容

５月上旬：試験実施公告
６月上旬：受験願書提出

締め切り
８月中旬：筆記試験
11月下旬：口述試験
12月下旬：合格発表

スケジュール

○ 普及指導員資格試験の実施状況

（資料）農林水産省技術普及課調べ

（単位：人、％）

６

受験者数 合格者数 合格率

平成28年度 513 320 62.4

29年度 553 386 69.8

30年度 590 385 65.3

令和元年度 612 381 62.3

２年度 701 452 64.5



都道府県の役割国の役割

研修体系

○ 中長期的な普及指導員の人員配置を勘案した上で、資質が継続的に研鑽
されるよう、人材育成に向けた取組方針及びその推進体制等を定めた「人材
育成計画」を策定。
○ 都道府県の研修実施計画を策定するとともに、実践的な研修を実施。
○ 国等が行う研修を都道府県において有効に活用し、研修効果の波及を図る。

普及指導員としての基本的な活
動を行う能力を習得するため、普
及指導員の役割・目的意識の醸
成や基礎的な普及指導方法の習
得等実践的な指導能力の向上に
関する研修を実施。

担当する地域の課題を解決する
能力の向上を図るため、専門分
野ごとの普及指導活動に必要な
知識・技術の向上等に関する研
修を実施。

②に加えて、都道府県内の総合的な
課題を解決する能力の向上を図るた
め、普及指導方法の高度化等に関
する研修を実施。また、若手普及指
導員の育成に資するよう人材育成に
関する研修を実施。

普及指導活動の総体としての機
能を発揮させるために、普及指
導活動の総合的な企画調整、
普及指導活動の管理運営等に
関する研修を実施。

○ 近年の農業分野における技術革新、農業者の高度かつ多様なニーズ及び地域農業における課題に的確に対応するた
め、国と都道府県がそれぞれの役割分担を踏まえ、計画的に普及指導員の資質の向上を図る研修等を実施。

① 実践指導力の確立期 ② 専門指導力の確立期 ③ 総合指導力の確立期 ④ 企画・運営力の確立期

（参考）国における研修の実施状況 （参考）都道府県における研修の実施状況

（注）H26年から調査内容の変更に伴い、より実態に合った受講者数となっている。

○ 国と県の役割分担を踏まえた研修体系を策定。
○ 研修体系に基づき、全国及び地域ブロックで行うことが効果的・効率的な研修
を実施。
○ 都道府県における研修が効果的・効率的に実施されるよう、研修講師や講義
資料の情報提供を実施。

１－７ 普及指導員の資質の向上

７

（人） （％）

8,882 9,644 9,505 9,348 12,436 12,834 13,031 15,159 15,173 15,837 
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○ より質の高い普及指導活動を展開するため、①研究、行政等との連携、②研究への参画等、③普及活動の企画・立
案・総括、④普及指導員の資質向上、⑤先進的な農業者等とのパートナーシップの構築等を担う農業革新支援専門員
を、平成24年度から主要な農政分野・技術分野ごとに配置。〔全国で計606名配置（令和元年度末）〕
○ また、先進的な農業者等からの高度かつ専門的な技術や経営に関する相談に対応するため、高度相談・支援部門と
して農業革新支援センターを整備。〔全47都道府県で設置〕

１－８ 農業革新支援専門員の配置

支援

高度・専門的
な相談

重要政策・高度専門分野

農業革新支援センター
（高度な相談対応や農業革新支援専門員等の活動を専門的な見地から支援）

担い手
育成

農業革新支援専門員

生産工程
管理・
農作業安全土地利用型

作物

普及指導
活動

自然
災害対策

園芸 畜産

都道府県
独自

① 研究機関・教育機関・行政機関等との
連携の企画調整・推進
② 研究開発への参画や専門技術の高度化
及び政策課題への対応
③ 重要課題の解決に向けた普及指導活動
の企画立案・総括・指導
④ 普及指導員の資質向上
⑤ 先進的な農業者等とのパートナーシッ
プの構築

連携

行政

研究
機関

大学

普及指導センター
案件に応じた相談 指導・支援

先
進
・
中
核

発
展
段
階

定
着
段
階

新
規
参
入

相談

支援

持続可能
な農業・
鳥獣害対策

６次
産業化

民間

普及指導員による直接農業者に接した支援活動の展開により、農業者の所得向上と
地域農業の生産面・流通面等における革新を総合的に支援

パートナーシップ

地域農業の
革新を支援

農

業

者

８

スマート
農業



１－９ 農業革新支援専門員の配置状況（令和元年度末）

９

（単位：人）

（資料）普及事業の活動体制及び事業費に関する調査
（注）数値は令和元年度末の設置数。複数分野の担当者がいるため、実配置人数と延べ配置人数は一致しない。

分野

土地利用型作物 園芸

畜産

生産工程管理・
農作業安全

持続可能な農業・
鳥獣害対策

稲作 普通畑作物 野菜 果樹 花き
生産工程
管理(GAP)

労働安全 農村環境 鳥獣害

配置人数 65 66 95 59 62 67 61 37 47 48

分野

担い手育成
震災
対策

６次
産業化

スマート
農業

普及
指導
活動

都道府県
が定める
分野

実配置
人数

就農 経営

配置人数 42 59 15 50 71 70 75 606

○ 農業革新支援専門員の選定基準（ガイドライン 第３ 抜粋）

２ 農業革新支援専門員の配置
（４）農業革新支援専門員の選定基準
農業革新支援専門員は、農業改良助長法第9条の普及指導員の任用資格を有する者の中から、原則として、次に掲げる要件
を全て満たす者を選定するものとする。なお、平成16年度以前に専門技術員として任用されていた者又は資格を有していた
者は、これらの要件を満たした者とみなすことができる。
① 専門分野に関する高い知見や、関係機関等との高い調整力があること。
② 普及指導センター等における普及指導、試験研究機関等における研究、本庁等における行政、農業者研修教育施設にお
ける教育の経験等が通算して10年以上あり、そのうち、普及指導活動の経験が5年以上あること。



協同農業普及事業における普及活動例① （参考）
優良品種の早期導入で安定多収生産

（新潟県）

■大豆「エンレイ」は主力品種で

あるが、収穫時の脱粒損失や
しわ粒の発生が多く、収量・品
質の低下が問題となったことか
ら、しわ粒が少なく機械収穫性
に優れる大豆「里のほほえみ」
を早期導入し、収量・品質の高
位安定化を推進。

■普及指導センターは、生産者等
に対し、「里のほほえみ」の生育
特性や栽培管理の課題を研修会・
実証ほを通じて普及し、認知度を向上。

■さらに、関係機関と連携して、栽培方法、加工適性の検討を行
い、地域の実情に応じた栽培・加工マニュアルを作成し、産地
と実需者とのマッチングを促進。

■平成25年から平成29年までに「里のほほ
えみ」作付比率（0.9%→24.7%）、平均単収
（144kg/10a→179kg/10a）、品質（１・２等級比率）
（8%→34%）が向上。

ＩＣＴの活用による施設野菜の生産性向上
（愛知県）

環境モニタリングシステム

■ナス、トマト、キュウリ、イチゴ等の園芸施設内の温度や湿
度、CO2濃度等の環境状況をデータで見える化・制御するこ
とで、産地生産性の全体的な底上げを推進。

■普及指導センターが、試験場、ICTメーカー、JAの協力の下、
生産者に環境モニタリングシステムの導入・活用方法を提案。
生産者グループが環境データをお互いに閲覧・共有して栽
培技術を高め合う取組を指導。

■普及指導センターではデータを分析し、
適切な栽培管理方法を生産者グループ
の研究会や個別ほ場巡回で指導。

■平成30年度には約800台の環境モニタ
リングシステムが普及。モニタリング
データを共有する産地グループの研究
活動が35か所、268戸で実施。

■産地グループの平均単収量が約２割、厳冬期の収量が約３
割増加し産地の生産性の向上を確認。ナス産地の例では、
平成25年度は単収約19t/10aから、平成30年度には単収約
24t/10aまで増加。

産地グループの研究活動に取り組む生産者
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協同農業普及事業における普及活動例② （参考）
獣害対策で地域の活性化を推進

（三重県）

■普及指導センターが中心となって、
集落住民への勉強会等を通じ、集

落が団結する必要性や被害の状
況等を共有し、住民全体の意識の
醸成、獣を寄せつけない営農方法
など基礎的な知識・技術の習得を
支援。

■顕在化する獣害に対し、侵入防止柵など個別対策しかされて
おらず、効果が不十分であった。

■さらに、地区を越えた広域協議会を設立し、生息管理、被害
対策や捕獲等の多様な対策を実施。また、ＩＣＴを用いたシカ
の大型檻罠の配備や、非農家も巻き込んだサルの追い払い
隊による追い払い活動を実施。

獣害対策に新たに取り組む集落数

被害防止活動

■獣害による農業被害額が４億7,300万円（H22）から２億8,900
万円（H27）に減少。地域の団結力が強化され、獣害の減少し
た集落では新たにソバの栽培を開始する等、地域が活性化。

ＩＣＴを用いた檻

中山間地で取り組む枝物産地づくり
（茨城県）

■定年帰農者等が取り組みやすい
枝物（ハナモモ）の産地化を目指
し、普及指導センターが、関係機
関と連携して新規生産者の確保
と栽培面積の拡大を推進するとと
もに、通常は隔年収穫のハナモ
モを毎年収穫する技術や、高収
量・高品質化技術を確立。

■茨城県常陸大宮地域は、高齢化・耕作放

棄地の増加が深刻化していた。そこで、定
年帰農者の拡大等による地域活性化の取
組を推進。

■さらなる生産拡大に向け多品目化を図るため、普及指導セン
ターは他の枝物の生産技術を確立。さらに、生産者等による
商談会等において、生産技術の特長を説明するなど支援。

毎年収穫可能な
低樹高栽培

隔年収穫
他産地
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■この結果、定年帰農者を含め栽培人数が大幅に増加し、中山
間地域の担い手の確保及び耕作放棄地の解消に大きく寄与。

41
9 11

17
25

36
44

53 55 59 62
72

79

109

0

20

40

60

80

100

120

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（人）
うち定年帰農者数

部会員数の推移

ハナモモ

11


Graph1

		H23

		H24

		H25

		H26

		H27

		H28

		H29

		H30（目標）



72

135

198

280

318

362

403

418



Sheet1

		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30（目標） モクヒョウ

		72		135		198		280		318		362		403		418





Sheet1

		





Sheet2

		





Sheet3

		







機密性○情報 ○○限り

協同農業普及事業の運営方針
（「協同農業普及事業の運営に関する指針」を基本とした活動の展開）



n 協同農業普及事業は、農業改良助長法の規定に基づき、都道府県が農林水産省と協同し
て専門の職員として普及指導員を置き、直接農業者に接して農業経営及び農村生活の改善
に関する科学的技術及び知識の普及指導を行うこと等により、主体的に農業経営及び農村
生活の改善に取り組む農業者の育成を図りつつ、農業の持続的な発展及び農村の振興を図
ろうとするものです。

n 協同農業普及事業は、これまで時代の変化に合わせて、農業者の育成や農業の持続的な
発展、農村の振興等、様々な農政上の課題に対応して実施され、成果を挙げてきました。

n 現在、我が国の農業・農村は、農業従事者や農村人口の減少や高齢化により、人手不足
や生産基盤の弱体化、農村地域の集落機能の一層の低下が懸念されています。

n このような状況に的確に対応するため、直接農業者に接して支援を行う普及指導員が、
技術を核として、農業者と地域の関係者等との結び付きの構築等を通じて、担い手の育
成・確保、農業者の所得の向上、地域農業の生産面・流通面等における革新を総合的に支
援する役割を果たすよう、今後の協同農業普及事業の運営を行います。

今後の協同農業普及事業の運営方向を示す｢協同農業普及事業の運営に関する指針｣を令和２年８月に策定
12

２－１ はじめに



○ 協同農業普及事業の実施に当たり、国と都道府県が基本的な方針を明確化・共有するため、国が普及事業における基
本的課題等を示した運営指針を策定。また、概ね５年ごとに策定する運営指針を補足するものとして、時々の重要農政
課題等を踏まえ、ガイドラインを策定。
○ 都道府県では、運営指針を基本として地域の実情を踏まえつつ実施方針を策定。また、実施方針に沿って、普及指導
センター単位で普及指導計画を地域の関係者との意思疎通を図りつつ策定し、これに基づいて計画的に普及指導活動を
展開。

国

都道府県（本庁主務課）

普及指導センター

運営指針
概ね5年毎に国が策定する事業運営の指針

実施方針
運営指針を基本に、都道府県が地域の実情に即して定める事業実施の方針

普及指導計画
地域の課題や特性を踏まえて普及指導センターが定める毎年度の指導計画

運営指針策定時の意見聴取

連絡調整

○ 事業の運営の流れ

13

２－２ 協同農業普及事業の運営



第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
２－（７）－③イノベーション創出・技術開発の推進
オ 開発技術の迅速な普及・定着
開発された技術の迅速な現場実装に向け、現場ニーズに対応した技術の研究や開発を公設試験研究機関等と連携し
て促進するとともに、都道府県の普及指導員が、試験研究機関や企業等と連携し、農業者の生産性向上・経営発展に
資する技術や品種の普及・定着に取り組む。これに当たって、普及指導員による新技術や新品種の導入等に係る地域
の合意形成、新規就農者の支援、地球温暖化及び自然災害への対応等、公的機関が担うべき分野についての取組を一
層強化する。

食料・農業・農村基本計画（令和２年３月 閣議決定）
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○未来投資戦略 2018
－「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革－ （平成30年６月15日 閣議決定）
第２ 具体的施策
Ⅰ－ [４] －１．農林水産業全体にわたる改革とスマート農林水産業の実現
（１）ＫＰＩの主な進捗状況
2025年度までに農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践

○成長戦略フォローアップ（令和元年６月21日 閣議決定）
Ⅲ－７. 農林水産業全体にわたる改革とスマート農林水産業の実現
③スマート農業の推進 イ）実証・普及
Ø 全普及指導センターが窓口となった、農業者のスマート農業に関する相談対応に向け、普及指導員等による知識や技
術活用方法の習得を図る。

成長戦略（抜粋）

２－３ 各種計画のポイント



○ 我が国農業分野では、農業者の減少・高齢化や農地の減少が進行。我が国全体でも人口減少、少子高齢化が進行
し、労働力（生産年齢人口）の減少が見込まれる中、他産業との競合の中で、いかに農業分野の労働力を確保して
いくかが重要。
○ また、需要に応じた生産活動を展開する上では、野菜・果実・畜産物等の生産やそれに向けた労働力の確保・労
働生産性の向上を図る必要。また、米・麦・大豆等についても、引き続き一定の労働力を確保していく必要。

6
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29歳以下 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80歳以上

2015年

2030年(すう勢)

○農業就業者数の見通し

○農地面積の見通し

（万人） 208万人
131万人

2018年 439.7万ha

2030年（すう勢） 392 万ha

生産基盤の弱体化の懸念

４割減

１割減

TPP等の新たな国際環境、家畜疾病、大規模災害、
新型コロナウイルス等による影響の懸念も増加

このままでは、食料の安定供給が損なわれる恐れ

必要となる労働力

品目 投入労働時間 1人当たり労働時間※

米 24時間/10a 約770時間/年・人

小麦 3.4時間/10a －

大豆 6.4時間/10a －

野菜 184時間/10a 約2300時間/年・人

果実 218時間/10a 約2000時間/年・人

生乳 133時間/頭 約2600時間/年・人

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%

米 麦 野菜 果実 畜産

後継者がいる経営体の割合

2005年
2015年

「2015年農林業センサス」より作成

半数以上の経営
体が後継者不在

【現場の生産者の声】
○80～100haでやっている大規模農家ですら、約半分は後継者がおらず、10年後に続け
ている可能性は半分もないのではないか。危機感を感じている。（埼玉県・稲作）
○将来的には、突然50ha、100ha規模の水田を引き受けなければならない、ということが
起こりうるのではないかと危惧している。（千葉県・稲作）
○地域では高齢化と後継者不足により、耕作放棄地が増加。特に、機械化できない作業
の人手確保が難しく、労働力不足から規模拡大を断念する場合も。（愛媛県・果樹）

（食料・農業・農村政策審議会 企画部会におけるヒアリングより要旨抜粋）

※ 農業構造動態調査、2015年農林業センサスを元に農林水産省推計
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２－４ 我が国農業を取り巻く情勢（労働力の確保）（食料農業農村基本計画より）



○ 新たな基本計画は令和２年３月31日に閣議決定。人口減少が本格化する社会にあっても、食料・農業・農村の持続
性を高めながら、農業や食品産業の成長産業化を促進する「産業政策」と、多面的機能の維持・発揮を促進する「地
域政策」とを車の両輪として各分野の施策を講じ、食料自給率の向上・食料安全保障の確立を図ることとしている。

基本的な方針

ü 食料・農業・農村の持続性を高めながら、「産
業政策」と「地域政策」を車の両輪として推進し、
将来にわたって国民生活に不可欠な食料を安
定的に供給し、食料自給率の向上と食料安全
保障を確立

○ 地域資源を活用した所得・雇用機会の確保
○ 農村に人が住み続けるための条件整備
○ 地域の体制・人材づくりと魅力の発信
○ 関係府省で連携した仕組みづくり など

○ 担い手の育成・確保
○ 中小・家族経営など多様な経営体による
地域の下支え
○ 農地集積・集約化と農地の確保
○ 需要構造等の変化に対応した生産供給体
制の構築・生産基盤の強化
○ 気候変動対応等の環境政策の推進

など

○ 農林水産物・食品の輸出促進
○ 消費者と食・農とのつながりの深化
○ 総合的な食料安全保障の確立 など

○ 農協、農業委員会、農業共済団体、
土地改良区

食料の安定供給の確保

農業の持続的な発展

農村の振興

講ずべき施策

団体に関する施策

農
業
・
農
村
の
持
続
性
を
高
め
、
食
と
環
境
を
次
世
代
に
継
承

食料自給率の目標等

・農地面積に加え、労働力
も考慮した指標を提示
・2030年の見通しも提示

食料自給力指標
（食料の潜在生産能力 ）

食料自給率の目標

【カロリーベース】 37％ → 45％
【生産額ベース】 66％ → 75％

(2018) (2030)

食料・農業・農村をめぐる情勢

国内外の環境変化

生産基盤の脆弱化
農業就業者数や農地面積の大幅な減少

①国内市場の縮小と海外市場の拡大
②TPP11、日米貿易協定等の新たな国際環境
③頻発する大規模自然災害、新たな感染症
④CSF(豚熱)の発生・ASF(アフリカ豚熱)への対応

農政改革の着実な進展
農林水産物・食品輸出額
4,497億円(2012) → 9,121億円(2019)
生産農業所得
2.8兆円(2014) → 3.5兆円(2018)
若者の新規就農
18,800人/年→ 21,400人/年
(09～13平均） （14～18平均）

・飼料自給率 25％ → 34％
・食料国産率（新規）
カロリーベース 46％ → 53％
生産額ベース 69％ → 79％

(2018) (2030)

○ 災害からの復旧・復興、事前防災 など

東日本大震災からの復旧・復興と
大規模自然災害への対応

食と農に関する国民運動の展開等
を通じた国民的合意の形成

新型コロナウイルス感染症をはじめ
とする新たな感染症への対応
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２－５ 新たな食料・農業・農村基本計画 ～我が国の食と活力ある農業・農村を次の世代につなぐために～



先進的な農業者、農業法人、民間の農業教育機関、試験研究機関等と連携し、
スマート農業技術を授業で取り扱う等、研修教育の内容を充実強化や、そのた
めの施設・設備等の整備を推進。
また、社会人を含む幅広い世代の就農を促進するため、社会人等に研修の機
会を提供。

１ 担い手の育成・確保
効率的かつ安定的な農業経営を取り組む経営体、新規就農者、法人経営、集落
営農組織、地域農業を牽引する経営体等の育成・確保及び女性活躍や多様な人材
の活用を推進。
２ スマート農業の実践等による生産・流通現場の技術革新・生産基盤の強化
スマート農業の実践、次世代型農業支援サービスの活用、国内外の需要に応え
る生産体制の構築、ＧＡＰの導入等による生産・流通現場の技術革新や生産工程
の効率化等生産基盤の強化を推進。
３ 気候変動への対応等環境対策の推進
有機農業等の環境保全型農業、総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）、土づくり、
温暖化等気候変動に対応した生産安定技術の普及等の取組を推進。
４ 食料の安定供給の確保
食料の安定供給、輸出拡大等を含む国内外の需要に対応した産地戦略に基づく供
給力の強化、産地間連携等の取組を推進。
５ 農村の振興
複合経営等の多様な農業経営、地域資源の発掘と他分野との連携及び６次産業化、
地域農業振興に関する合意形成支援、中山間地域等の振興、鳥獣被害対策に向けた
取組を推進。
６ 東日本大震災からの復旧・復興と大規模自然災害等への対応
東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組、自然災害や感染症に対する備え
を強化する取組及び大規模自然災害からの復旧・復興に向けた取組を推進。

普及事業が取り組む基本的課題

現場の課題や基本計画に位置づけられた施策の方向性を踏まえ、新たな運営指針において、普及事業が取り組む課題
及び重点的に取り組む事項、効果的・効率的な普及指導活動のための取組等について位置づけ。

１ 担い手の育成・確保に向けた新規就農者等への支援の充実・強化
農業の内外からの青年層を含む幅広い世代の就農・定着、担い手への円滑な継
承、新規就農者の受け皿となる農業経営の法人化の推進等。
２ 地域における新技術導入支援及び新技術体系の確立
スマート農業に関する農業者等からの相談体制を整えるとともに、ロボット・
ＡＩ・IｏＴ等の先端技術を組み入れた新たな技術体系の確立及び定着を図る。
３ 次世代型農業支援サービスの活用促進を通じた農業経営支援
作業工程の整理や経営分析等により、ドローン等の先端技術を使った作業代行や
シェアリング・リース等の次世代型農業支援サービスを活用した経営発展を支援。
４ 農村における多様な人材・機関との連携
行政機関や地域運営組織、農業協同組合、教育機関、他産業の関係者も含む多
様な人材・機関を巻き込むコーディネート機能を発揮し、農村の課題解決を図る。

課題のうち重点的に取り組む事項

１ 農業者に対する支援の充実・強化
農業者に接して行う普及指導活動に要する時間の十分な確保、関連する施策
を含めた情報提供、ＩＣＴを積極的に活用した普及指導活動を推進。
２ 公的機関が担うべき分野における取組の強化
技術革新の推進、地域の合意形成、新規就農者の育成・確保等、現場の実情
を踏まえて強化。
３ 先進的な農業者等とのパートナーシップの構築
新規就農者の育成・確保をはじめとし、地域農業・農村を振興するための取
組への参画を求めること等、先進的な農業者等に対し、パートナーシップ構築
のため積極的に働きかけ。
４ 試験研究機関・民間企業等との連携強化
試験研究機関と連携し、より実用性の高い技術が開発されるための役割を果
たすとともに、得られた成果の活用により地域の課題解決を図る。また、民間
企業等と役割分担し、連携強化。

効果的・効率的な普及指導活動の実施

人材育成計画を策定し、計画的かつ継続的な資質向上を図る。また、普及指
導活動経験の少ない普及指導員等の能力向上を図るための体制整備。

普及指導員の資質の向上

普及指導員の活動拠点として、またスマート農業をはじめとした技術及び経
営に関する情報発信・相談窓口として機能するよう体制整備。

普及指導センター等の運営

研修教育の充実強化

農業者からのニーズや地域課題へ効果的に対応できるよう、都道府県は十分
な人員を配置。また、高度な専門性や経験等を有する者を農業革新支援専門員
として、主要な農政分野・技術分野ごとに配置。

普及指導員の配置
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２－６ 運営指針のポイント



取 組 事 例

○ 世代間のバランスの取れた農業就業構造の実現のため、農業内外からの青年層を含む幅広い世代の就農及びその定着
の促進、次世代の担い手への生産基盤の円滑な継承、新規就農者の受け皿となる農業経営の法人化や企業の農業参入を
推進。
○ 新規就農及びその定着を促進するため、関係機関や先進的な農業者等と連携し、就農前後にわたる一貫的な支援を行
うとともに、新規就農者等の技術や経営の発展段階等に応じ、効果的な支援を行う。
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○ 青年層を始めとした農業の内外からの新規就農者の確保
と早期の経営確立、定着促進のため、様々な関係機関と連
携し、就農準備段階から経営開始後まで、一貫して支援す
る地域の就農受入体制に主として技術指導や経営指導の観
点から参画。
○ 人・農地プランの実質化及びその実行等の取組を通じ、
次世代の担い手等への生産基盤継承の推進、農地の集積・
集約に向けた合意形成を支援。
○ 支援内容は、担い手等の技術、経営状況、意欲等に
応じて設定。

効率的かつ安定的な農業経営に
なっている経営体

効率的かつ安定的な農業経営を
目指している経営体

認定農業者

集落営農
（任意組織）

認定新規
就農者

個 人
法 人

担い手 その他の多様な経営体

○ 継続的に農地利用を行
う中小規模の経営体

○ 農業を副業的に営む経
営体（地域農業に貢献
する半農半Ｘ等）

等

連携・協働

地域を支える農業経営体

農協・法人の
品目部会等

リースによる参入企業

担い手の育成・確保に向けた新規就農者等
への普及活動の推進

普及指導指導センターは高齢化等でリタイアする農業
者の経営資産の円滑な継承に対応するため、就農候補者
の確保、研修受入体制の整備、継承可能な資産の洗い出
し等を行い、新規就農者の確保を推進。

Ø 普及指導センターが主体
となり、市町村等と連携
し、就農候補者の受入体
制を整備。

Ø 普及指導センターが集約
した研修受入先や利用可
能な農地情報等を県開設
のポータルサイトで情報
発信。就農候補者と産地
及び関係機関をマッチン
グし、就農促進。

２－７ 担い手の育成・確保に向けた新規就農者等への支援の充実・強化



○ スマート農業に関する農業者等からの相談体制を整えるとともに、試験研究機関や民間企業等と連携し、ロボッ
ト・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を組み入れた、地域の現場環境に応じた新たな技術体系の確立及び定着を図る。

取 組 事 例新技術体系の整備に向けた普及活動の推進
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普及指導センターは試験場とベンチャー企業と連携
して、スマートフォン等の携帯端末を用いて簡単に温
度やＣＯ２濃度等の園芸施設内の環境をモニタリング
できるシステム「あぐりログ」を開発。

Ø 普及指導センターが中心となり、ＩＣＴによる情
報共有に取り組む農業者グループの研究活動を支
援。

Ø データはクラウド管理され、生産者はサーバに接
続することにより環境データを閲覧し、施設内の
環境制御に反映。

Ø 農業者グループと普及指導員、ＪＡ営農指導員の
間でモニタリングデータを共有化。

データの閲覧、制御に反映環境データの計測

環境データの蓄積

運用の仕組み

データ

クラウド

地域の現場環境に応じた新たな技術体系の確立及び定着

○ 農業者等からの相談に対応するため、試験研究機関や
民間企業との連携体制の整備。
○ 現場指導者として、試験研究機関やICTベンダー、農
業機械メーカー等と連携し、ロボット・ AI・ IoT等の
先端技術を組み入れた新たな技術体系の地域における検
討、導入効果の検証等に参画し、効果的な技術体系の確
立及びその改善を推進。

関係機関等との連携

農業者

普及組織

その他関係機関自治体

民間企業

地域における
新たな営農技術体系の検討・検証

普及組織による相談対応

農業者

普及指導員

農業者からの
相談常時受け付け

２－８ 地域における新技術導入支援及び新技術体系の確立



● 農業者がスマート農業に接する機会を促すための普及指導員の機能
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• 地域に常駐する技術普及機関として、農業者からの相談を常時受け付け。
• 農業者の生産・経営状況を踏まえ、相談内容から解決すべき課題や改善すべき
技術（従来の技術・スマート農業技術）を抽出。

• 農業現場に入り、複数の技術を組み合わせながら、課題解決に最も有効と考え
られる解決策を提示（特定の技術に依らないトータルコーディネート）。

• 技術導入に当たって、農業者やベンダー等と一緒に導入効果の検証、地域に合
わせた効果的な利用方法等の改良等に取り組み。

• 同様の課題を抱える他の農業者に対して、本技術の導入を有効性を交えて提案。

• 課題の解決方策について、有効と
考えられる要素技術を洗い出し、そ
れぞれの技術の専門家（ICTベン
ダー、研究機関等）に確認。

• 地域の営農条件に照らして技術導
入の効果が期待されると判断されれ
ば、導入方法を把握。

• 必要に応じて地域での技術実証へ
の協力や、農業者に対する直接の
技術指導について調整。

農業者

ICTベンダー等

研究機関

普及指導員

スマート農業技術を始め、幅広い技術
情報を有する必要

様々な専門家とのパイプを有する必要
（組織のネットワークも活用）

スマート農業技術の効果的な利用方法
をノウハウとして有する必要

（未来投資会議構造改革徹底推進会合資料参照）

○ スマート農業技術の実用化・市販化が急速に進む一方、地域の指導機関にスマート農業技術情報や活用した営農ノウハウ等の蓄積がなく、農業者
の相談等に対応しきれていない。
○ ICTベンダー等と農業者の接点が乏しく、ニーズと技術がマッチングされない。

全国の普及指導センターが窓口になって、農業者のスマート農業に関する相談に対応（全国360か所）（2022年度）

現
状

対

応

○ スマート農業技術に関する農業者からの相談に対応し、ICTベンダー等と協力して産地の営農技術体系の検討・実証・展開を推進する地域拠点として、
全国の現場指導機関（普及指導センター）に相談窓口を整備。窓口開設に向け、スマート農業技術の知識を有する現場指導者を育成。
（2019年度から）
Ø 国・自治体等の研修やフォーラム・マッチングミーティングに普及指導員等の現場指導者が参加し、データを活用した農業に関する知識の習得や技術
情報の収集、ICTベンダー等とのパイプづくりを推進。（2022年度までにほぼすべての普及指導員が研修・フォーラム等に参加（全国の普及指導員
数：約7,300名※（2018年4月時点））

Ø スマート農業実証や先端技術を組み込んだ新たな営農技術体系の検討・検証に現場指導者が必ず参画し、実践的な技術活用のノウハウ習得を
推進。（2019年度から毎年50か所以上で実証・検討を実施）

○ 2018年度から都道府県レベルで設置している農業経営相談所を活用し、スマート農業導入に伴うコストベネフィット分析診断を実施（分析診断にス
マート農業技術に詳しい普及指導員等が参画）。【2022年度までに全国360か所の全普及指導センターにスマート農業技術の担当者又は窓口を設置】

※ 普及指導員資格取得準備中職員を含む

（参考） スマート農業に関する相談対応



○ 生産現場における労働力不足や規模拡大に向けた生産性向上等の課題に対応するため、農作業工程の整理や経営分析
等により、ドローン等の技術を使った作業代行やシェアリング・リース等の次世代型農業支援サービスを活用した農業
経営の発展を支援。

－ スマート農業技術等を活用し、バリューチェーン全体の付加価
値向上と作業の集約化を超えた効率化を支援。

－ 他産業の事業者・人材やベンチャーがそれぞれの専門性を活
かして参入。

－ 農業サービス事業の発展が農業全体の発展に不可欠。

＜ドローンを活用した農薬散布サービス＞

－ ドローン・ＡＩを活用したピンポイント農薬散布により、作業の効率
化を行うとともに、低農薬化により高付加価値化。

＜需要サイドのニーズに合わせた収穫サービス＞

－ 収穫、加工作業を受託。フィールドコーディネーターが、栽培の
相談から生育状況の確認、収穫時期の決定まで行う。

AIが画像解析、害虫位置特定 自動飛行で害虫ポイントに到着し、
ピンポイント農薬散布

防 除土づくり 種まき
中耕
・
除草

防 除 追 肥 収 穫 加 工

生産者自ら作業 農業法人が作業 受託事業者が作業

（作業の分業化）

（例）

（例）
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新たな農業支援サービスに向けた
普及指導活動の推進

○ ドローンや自動走行農業機械などの先端技術を活用し
た作業代行やシェアリング・リース、食品事業者等と連
携した収穫作業の代行等、様々なサービス展開が想定。
○ こうしたサービスの活用による農業経営の発展に向け、
農業生産工程管理（GAP）の手法で得られる農作業工程
の整理・改善や経営分析等を通じた有効性の検証を支援。
また、農業者のニーズ把握や地域で利用可能なサービス
の情報収集・提供に努める。
○ 地域において、農業者が共同でサービスを利用を利用
する場合や、新たにサービス体制を整備する場合は、合
意形成等の取組を支援。

新たな農業支援サービス

普及指導員 農業者
GAP手法を用いて作業工程を見える化
農業経営に合った農業支援サービスを支援
ニーズ把握

情報収集・
提供

新たにサービス体制を整備する場合
地域の合意形成を支援

委託、利用

次世代型農業支援サービス

２－９ 次世代型農業支援サービスの活用を通じた農業経営支援



○ 農業者に対する技術及び経営指導を担う中で、農村の実態や要望を把握するとともに、行政機関、地域運営組織、農
業協同組合、教育機関その他他産業の関係者を含む多様な人材・機関を巻き込むコーディネート機能を発揮し、地域ご
とに異なる様々な農村の課題解決を図る。

取 組 事 例

高齢化・耕作放棄地の増加が深刻化。そこで、定年
帰農者の拡大等による地域活性化の取組を推進。

Ø 定年帰農者等が取り組みやすい枝物（ハナモモ）
の産地化を目指し、普及指導センターが、関係機
関と連携して新規生産者の確保と栽培面積の拡大
を推進するとともに、通常は隔年収穫のハナモモ
を毎年収穫する技術や、高収量・高品質化技術を
確立。

Ø さらなる生産拡大に
向け多品目化を図る
ため、普及指導セン
ターは他の枝物の生
産技術を確立。さら
に、生産者等による
商談会等において、
生産技術の特長を説
明するなど支援。
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○ 地域の多様な関係機関と連携し、様々な農村の課題に
対応するため、地域コミュニティの維持・強化等地域ご
とに異なる課題解決を支援。

＜普及指導員のコーディネート機能＞

多様な人材・機関とのコーディネート機能に
向けた普及活動の推進

○ 生産現場に必要な人
材の確保に向け、関係
者との連携により、地
域に応じて、他産業退
職者、高齢者、障がい
者、外国人等の多様な
人材の利用促進。

２－10 農村における多様な人材・機関との連携



普及指導計画の策定と評価
○ 普及指導活動においては、地域の実情に応じ、普及指導員による取組の必要性及び緊急性が高いものに重点化し、こ
のうち特に重要な課題については、農業革新支援専門員等が重点プロジェクト計画を定め推進。
○ 普及指導計画は先進的な農業者や関係機関などを含む委員による外部評価を実施し外部評価結果を公表。

農業者に対する支援の充実・強化

普及指導活動に
要する時間の十
分な確保、関連
する施策を含め
た情報提供、
ＩＣＴを積極的
に活用した普及
指導活動を推進 普及指導センター

農業革新支援センター

普及指導員
農業者

情報収集・提供

関係機関
・研究機関
・県試験場
・民間機関

連携

相談

指導

＜ICTを活用した普及活動＞

公的機関が担うべき分野における取組の強化

地域の合意形成、
新規就農者の育
成・確保、地球
温暖化・自然災
害への対応等、
現場の実情を踏
まえて強化

普及指導員 民間等

情報共有・役割分担の推進
（情報交換の場の設置等）

＜公的機関が担うべき分野＞
（地域農業で求められる技術革新の推進、地域の合意
形成、新規就農者の育成・確保自然災害への対応等の
生産現場から求められている活動）

先進的な農業者とのパートナーシップの構築

新規就農者をはじめ
とし、地域農業・農
村を振興するための
取組を求めること等、
パートナーシップ構
築のため積極的に働
きかけ

試験研究機関・民間企業等との連携強化

試験研究機関と
連携し、実用性
の高い技術が開
発されるための
役割を果たすと
ともに、得られ
た成果により地
域の課題解決を図る

先進農家

技術開発 普及事業化

生
産
現
場
・
消
費
者

普及指導員、農業者等
の研究への参画

①実証
↓
②フィードバック
↓
③改良

好循環の起動

パートナーシップ

普及指導計画や普及指導員の
資質向上について助言

地域農業・農村振興
の取組に参画
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２－11 普及指導活動の効果的かつ効率的な実施

普及活動



○ 普及指導計画の策定や対象の選定に当たっては、地域の実情に応じ、普及指導員による取組の必要性及び緊急性が
高いものに重点化。
○ 重要な現場課題については、普及指導活動の目標、期間、体制等を明確に定めた重点プロジェクト計画を農業革新
支援専門員が定め、普及指導センターと連携して当該計画に基づく活動を推進。

n 農業革新支援専門員等が主体となり、農業革新支援
センター等に集積した技術・情報を活用し、地域農
業の現状と課題を踏まえ、普及指導センター等と連
携し重点プロジェクト計画を策定、実施。

n 重点プロジェクト計画は、
l ①３～５年後の目標、②具体的活動内容、③関
係機関等との連携内容、④普及指導活動の体制
等を含有。

l 民間等の役割分担を図りつつ、公的機関が担う
べき分野に係る内容となるように策定。

n 重点プロジェクト計画の概要について、国がHP等で
公表。
（http://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/161109.html）

n 研究機関、企業、行政、関係機関等との情報交換等に
より、幅広い情報を蓄積。

n 蓄積された情報を活用し、①普及指導員が行うこと、
②民間等と連携して行うこと、③民間等に委ねること
等を整理しつつ、農政の展開方向及び各地域の状況に
応じて、普及指導員による取組の必要性及び緊急性が
高いものに重点化。

n 普及指導員の活動については、普及指導センター等が
｢普及指導計画｣を策定・実行（普及指導計画における
課題数：6,090（H30年度））。特に重要な現場課題
については、農業革新支援専門員等が｢重点プロジェ
クト計画｣を策定・実行。（333計画（H30年度））

n 普及指導計画等に基づく活動実績等について、農業者
等による外部評価を実施。評価結果等を踏まえ、次年
度以降の計画等を改善。

普及指導活動の重点化 重点プロジェクト計画について
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２－12 普及指導活動の重点化



協同農業普及事業交付金 2,431百万円（2,431百万円）
普及指導員による農業者への直接的な技術・経営支援を行うとともに、担い手のニーズに即した開発技術の迅速な社会実装を推進。

持続的生産強化対策事業のうち戦略作物生産拡大支援
117（100）百万円の内数

• 生産者、試験研究機関、行政・普及など地域の関係者が一体となって行う、飼料用米の多収
品種や直播栽培の導入、麦・大豆の安定生産技術の導入など生産性向上に資する技術等の
実証等を支援。

令和３年度普及事業関連予算概算要求の概要 （参考）
括弧内は令和２年度予算額

持続的生産強化対策事業のうち茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進
2，000（1,370）百万円の内数

• 茶・薬用作物等の地域特産作物の産地形成加速化のため、栽培技術確立や優良種苗の安
定供給のための実証ほ場の設置、機械の改良実証等の取組を支援。また、地域の実情に応
じた地域特産作物の安定供給及び需要創出に向けた取組を支援。

スマート農業総合推進対策事業のうち次世代につなぐ営農体系確立支援
857（385）百万円の内数

• 産地が抱える課題解決のため、新技術を組み入れた新たな営農技術体系構築の戦略づく
り、データ駆動型農業の実践体制づくり、ノウハウの整理等の取組を支援。

スマート農業総合推進対策事業のうちスマート農業加速化実証プロジェクト
3,729（750）百万円の内数

• 我が国農業の課題解決の鍵となる先端技術を活用したスマート農業の生産現場への導入・
実証を更に進め、その成果を情報発信すること等により、スマート農業の社会実装を加速化。

農林水産研究推進事業 4,500（2,,293）百万円の内数

• 農林水産業・食品産業の競争力強化に向け、国主導で実施すべき重要な研究分野について、
戦略的な研究開発を推進。

持続的生産強化対策事業のうち生産体制・技術確立支援
63（63）百万円の内数

• 生産者及び実需者をはじめとする関係者が連携して、新品種・新技術の評価等を行うととも
に、産地・実需者等とのマッチングを行うことで、 「強み」のある産地形成に資する品種・技術
の導入を促進する取組を支援。

技術やノウハウを柱として新しい産地等の育成を推進
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スマート農業総合推進対策事業のうちデータ駆動型土づくり推進
180 （120）百万円の内数

• 科学的データに基づく土づくりを推進する環境を整備するため、土壌診断データベースの構
築、土壌の生物性評価手法の検証等の取組を支援。

持続的推進強化対策事業のうちＧＡＰ拡大推進加速化
362（283）百万円の内数

• 持続可能な農業構造の実現や、コロナ禍を踏まえた新しい生活様式への対応を図る観点か
ら、国際水準ＧＡＰの取組の拡大を図るために必要な取組を支援。

持続的生産強化対策事業のうち有機農業推進総合対策事業
（有機農業推進体制整備交付金）

45（45）百万円の内数

• 国際水準の有機農業に取り組もうとする農業者の指導体制を整備するため、農業者に指
導・助言を行う人材の育成や、農業者に現地指導を行う取組等を支援。

麦・大豆等水田農業の生産体制強化・安定供給推進事業のうち
水田麦・大豆産地生産性向上事業 【新規】

4,722（-）百万円の内数

• 団地化の推進と営農技術の新規導入により、生産性の向上を図る先進的な麦・大豆産地の
取組に対し、ソフト・ハードの両面から支援。

スマート農業総合推進対策事業のうち遠隔営農指導体制構築支援 【新規】

360（-）百万円の内数
• 新しい生活様式に対応した普及指導活動体制を構築するため、ＩｏＴを活用した遠隔による
情報収集・技術指導など新たな普及指導活動スタイルへ転換し、スマート農業の現場実装
を支援。



協同農業普及事業交付金 2,431百万円（2,431百万円）
普及指導員による農業者への直接的な技術・経営支援を行うとともに、担い手のニーズに即した開発技術の迅速な社会実装を推進。

令和３年度普及事業関連予算概算要求の概要 （参考）
括弧内は令和２年度予算額

鳥獣被害防止総合対策交付金 16,035（10,010）百万円の内数

• 鳥獣被害防止対策として行う実施体制整備、広域捕獲活動、新技術実証・普及活動捕獲活
動、ＩＣＴ等の新技術実装による「スマート捕獲」の取組、捕獲現場におけるＯＪＴ研修等を支
援するとともに、捕獲活動を抜本的に強化するため、捕獲活動のサポート体制の構築支援、
シカ、イノシシについて、捕獲頭数の増加に応じ捕獲活動経費を上乗せする仕組みを新設。
また、ジビエフル活用に向け、処理加工施設におけるＯＪＴ研修、放射性物質による出荷制
限解除に向けた検査費用、モデル地区の取組の横展開（コンソーシアム方式も支援対策に
追加）について支援。

中山間地農業ルネッサンス推進事業
400（250）百万円の内数

• 地域の所得向上に向けた計画を深化させる取組等の支援に加え、中山間地における高収
益作物への転換や棚田における保全体制の強化等を支援。

農地等の地域資源の維持・継承、地域の特色を活かした農業等を推進

農業経営法人化支援総合事業
956（593）百万円の内数

• 都道府県レベルに設置された農業経営相談所が関係機関と連携して行う、農業経営の法人
化、円滑な経営継承等に関する経営相談、経営診断や巡回指導などの取組を支援。
また、就農相談や定着、農業者の経営改善に関する相談会等の取組を支援。

スマート農業総合推進対策事業のうちスマート農業教育推進事業

81（30）百万円の内数

• 将来の農業の担い手を育成する農業大学校や農業高校等の農業教育機関において、ス
マート農業のカリキュラム化を推進するため、授業で活用できるスマート農業教育コンテン
ツ作成等、農業大学校生、農業高校生、農業者等を対象とした実践的に学べる機会を提
供します。
また、若者のスマート農業への関心を醸成するため、農業大学校生や農業
高校生等を対象としたスマート農業技術アイデアコンテストを実施します。

農業人材力強化総合支援事業

23，958（21,294）百万円の内数

• 次世代を担う人材を育成・確保するため、就農準備や経営開始時の早期の経営確立を支援
する資金の交付、農業法人等での実践研修、労働環境の改善、労働力の調整による人材の
確保、地域の新規就農者へのサポート活動、農業大学校・農業高校等における農業教育の
高度化等を支援します。

農地中間管理機構事業
6,707（6,303）百万円の内数 （執行見込額）

• 農地中間管理機構が普及指導員ＯＢ等の活用などにより、農地の集積・集約化に取り組む
ために必要となる事業推進費を支援。

多様な担い手の確保・育成と農地集積・集約化を推進
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機密性○情報 ○○限り協同農業普及事業の変遷
○ 協同農業普及事業は、農業・農村をめぐる情勢の変化や農政の展開方向等を踏まえ、効率的かつ効果的な運営が図
られるように、その制度的枠組みを改正。
○ 近年では、普及指導活動の高度化や地方分権による都道府県の自主性・裁量性の確保の観点から改正。

S23 農業改良助長法制定

S27 普及職員の設置

S33 農業改良普及所の設置

H6 蚕業改良普及指導を統合
農業改良普及センターに改称

H16 普及指導員の設置
農業改良普及センターの必置
規制廃止

H18 三位一体改革による税源移譲

H23 都道府県の裁量の拡大

H27 普及指導員の任用資格の拡大

普及指導員の設置（普及職員の一元化）
直接農業者に接して普及指導を行う改良普及員と、専門事項に関する調査研
究及び改良普及員の指導を行う専門技術員を普及指導員として一元化し、職
員能力の高度化と職員配置及び事業運営の効率化を推進

農業改良普及センターの必置規制廃止
都道府県による弾力的・機動的な事業運営に資するため、普及指導センター
の必置規制を廃止し、併せて改良普及員の普及指導センターへの配属義務を
解除することで、都道府県の裁量による普及指導センターの設置及び運営を
可能に

三位一体改革による税源移譲
都道府県の裁量度を高め自主性を大幅に拡大する三位一体改革により、協同
農業普及事業交付金の大部分を税源移譲（H17→H18：▲182億円）

都道府県の裁量の拡大
地方分権を推進する一環として、都道府県が協同農業普及事業の実施方針を策
定又は変更する際に行うこととされていた農林水産大臣への事前協議を廃止

普及指導員の任用資格の拡大
６次産業化等を進める農業者からの幅広いニーズに対応できるように、農産
物の加工や販売などの２次・３次産業と関連のある事業・制度に見識を有す
る多様な人材を、即戦力として普及指導員に任用可能に

（参考）
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